
科　　　目 金     額 科　　　目 金     額

48,441   流  動  負　債 5,303  
27,433  328  

658  2,895  
8,164  1,333  

269  88  
3,192  92  
2,416  297  

799  59  
90  209  
79  

476   固  定  負　債 2,124  
3,114  291  
1,112  1,464  

352  158  
125  210  
156  

 固  定  資  産 46,421  
13,169  7,427  
2,547  
1,906   株　主　資　本 85,468  
3,043  5,000  

404  58,471  
5,210  35,361  

46  23,109  
10  21,996  

700  
116  21,296  
85  別 途 積 立 金 21,000  
30  繰越利益剰余金 296  

33,134   評価・換算差額等 1,966  
4,641  1,966  

27,962  
161  
357  
40  

△28  
87,434  

94,862  94,862  

未 払 消 費 税 等

 流  動  資  産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
商 品
製 品
仕 掛 品

貸   借   対   照   表
(2016年12月31日現在）

(資 産 の 部)

（単位：百万円）

 (負 債 の 部)

原 材 料
貯 蔵 品
前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
短 期 貸 付 金
預 け 金
未 収 入 金
未収還付法人税等
そ の 他

建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置

投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式

工 具 器 具 備 品
土 地
建 設 仮 勘 定
そ の 他

ソ フ ト ウ エ ア

関係会社長期貸付金

負 債 合 計
（純 資 産 の 部）

純 資 産 合 計

支 払 手 形
買 掛 金
未 払 金
未 払 費 用
未 払 法 人 税 等

賞 与 引 当 金
そ の 他

長 期 預 り 金
退 職 給 付 引 当 金
役員退職慰労引当金

その他有価証券評価差額金

繰 延 税 金 負 債

負 債 純 資 産 合 計資 産 合 計

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

資 本 金
資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

資 本 準 備 金
その他資本剰余金

利 益 準 備 金
その他利益剰余金

敷 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

そ の 他
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（単位：百万円）

　売　上  高 29,862  

　売　上　原　価 22,155  

売 上 総 利 益 7,707  

　販売費及び一般管理費 5,541  

営 業 利 益 2,165  

　営　業　外　収　益

受 取 利 息 15  

有 価 証 券 利 息 0  

受 取 配 当 金 667  

賃 貸 収 入 246  

受 取 ロ イ ヤ リ テ ィ 235  

大塚美術館分担金収入 72  

そ の 他 128  1,366  

　営　業　外　費　用

支 払 利 息 0  

為 替 差 損 38  

そ の 他 3  42  

経 常 利 益 3,490  

　特　別　利　益

固 定 資 産 売 却 益 0  

関 係 会 社 株 式 売 却 益 0  0  

　特　別　損　失
固 定 資 産 除 却 損 5  
減 損 損 失 53  
投 資 有 価 証 券 売 却 損 125  
関 係 会 社 株 式 評 価 損 1,193  
支 払 補 償 料 17  1,395  

2,095  

49  

780  829  

1,265  

 損   益   計   算   書 

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

科　　　目 金　額

自　2016年 1月 1日
至　2016年12月31日

税 引 前 当 期 純 利 益

法人税、住民税及び事業税

2



（単位：百万円）

別途
積立金

繰越
利益剰余金

2016年1月1日期首残高 5,000 35,361 23,109 58,471 700 21,000 △1,326 20,373 

誤謬の訂正による累積的影響額 357 357 

遡及処理後期首残高 5,000 35,361 23,109 58,471 700 21,000 △968 20,731 

当期変動額

　　剰余金の配当

　　当期純利益 1,265 1,265 

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 － － － － － － 1,265 1,265 

2016年12月31日期末残高 5,000 35,361 23,109 58,471 700 21,000 296 21,996 

株主資本
評価・換算
差額等

2016年1月1日期首残高 83,844 1,950 85,794 

誤謬の訂正による累積的影響額 357 357 

遡及処理後期首残高 84,202 1,950 86,152 

当期変動額

　　剰余金の配当

　　当期純利益 1,265 1,265 

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

16 16 

当期変動額合計 1,265 16 1,282 

2016年12月31日期末残高 85,468 1,966 87,434 

純資産
合計その他

有価証券
評価差額金

株主資本
合計

資本剰余金

資本剰余金
合計

株　主　資　本　等　変　動　計　算　書
自　2016年 1月　1日

至　2016年12月 31日

株主資本

資本金
資本
準備金

利益
準備金

その他利益剰余金

その他
資本剰余金

利益剰余金

利益剰余金
合計
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(重要な会計方針に関する注記)
1. 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券
子会社株式及び関連会社株式　・・・　移動平均法による原価法
その他有価証券

時価のあるもの　・・・　決算日の市場価格等に基づく時価法
                       （評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの　・・・　移動平均法による原価法

(2) たな卸資産
商品、製品、仕掛品、原材料　・・・　移動平均法による原価法
貯蔵品・・・・・・・・・・・・・・  先入先出法による原価法
貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により算定

2.　固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産（リース資産を除く）　・・・　定額法

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）　・・・　定額法

(3) リース資産

3.　引当金の計上基準
(1) 貸倒引当金

(2) 賞与引当金　
従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額基準により計上しています。

(3) 退職給付引当金

(4) 役員退職慰労引当金
役員及び執行役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しています。

4. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
(1) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しています。

(2) 消費税等の会計処理
税抜方式によっています。

(3) 連結納税制度の適用
当社は、親会社である大塚ホールディングス株式会社が当事業年度中に大塚ホールディングス株式会社を連結親法人
とした連結納税制度の承認申請を行い、翌事業年度から連結納税制度が適用されることとなったため、
当事業年度より税効果会計について連結納税制度の適用を前提とした会計処理を行っています。

個  別  注  記  表

ただし、自社利用分のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年）に基づく定額法によって
います。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数とし、残存価額
を零とする定額法を採用しています。

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に
ついては個別に回収可能性を勘案し回収不能見込額を計上しています。

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当事業年度末
において発生していると認められる額を計上しています。
過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（5年）による按分額を
費用処理しています。
数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による按分
額をそれぞれ発生の翌事業年度より費用処理しています。
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(誤謬の訂正に関する注記)
当事業年度において、社内調査の結果、原価計算システム上でのたな卸資産の評価に関する処理に誤りが判明したため、

 誤謬の訂正を行いました。当該誤謬の訂正による累積的影響額は当事業年度期首の純資産の帳簿価額に反映されています。
 この結果、株主資本等変動計算書の期首残高は繰越利益剰余金が357百万円増加しています。

(貸借対照表に関する注記)
1. 有形固定資産の減価償却累計額・・・・ 37,729百万円

2. 保証債務
下記の関係会社等の金融機関からの借入債務に対し、債務保証を行っています。

大塚ケミカルアメリカ Inc. 582 百万円（5,000千米ドル）
㈱マルキタ家具センター 139 百万円

722 百万円

3. 関係会社に対する金銭債権債務
短期金銭債権 4,682 百万円
長期金銭債権 90 百万円
短期金銭債務 480 百万円

(損益計算書に関する注記)
関係会社との取引高

営業取引による取引高
売上高 1,823 百万円
仕入高 3,958 百万円
その他 505 百万円

営業取引以外の取引高 974 百万円

(株主資本等変動計算書に関する注記)
1. 当事業年度の末日における発行済株式の種類及び総数　　  　普通株式 95,588,657 株

2. 当事業年度に行った剰余金の配当に関する事項
該当事項はありません。

3. 当事業年度の末日後に行う剰余金の配当のうち、基準日が当事業年度に属するもの

2017年3月9日開催予定の定時株主総会において、上記の内容で付議する予定です。

相　手　先 保　証　金　額

合　　　計

１株あたり

配  当  額

2017年3月9日

定時株主総会

配当の原資 配当金の総額 基準日 効力発生日

2016年12月31日 2017年3月10日

決議 株式の種類

普通株式 利益剰余金 632百万円 6円62銭
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(金融商品に関する注記)
1.　金融商品の状況に関する事項

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により資金を調達しています。
売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を図っています。
また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っています。

2. 金融商品の時価等に関する事項
2016年12月31日（当事業年度の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次の通りです。

（単位：百万円）

（＊1）負債に計上されているものについては、（　）で示しています。
（注1） 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

(1) 現金及び預金、(2)売掛金、(3)短期貸付金並びに（4）預け金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価格にほぼ等しいことから、当該帳簿価格によっています。

(5) 投資有価証券
これらの時価について、株式は取引所の価格によっています。

(6) 買掛金及び(7)未払金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価格にほぼ等しいことから、当該帳簿価格によっています。

（注2） 非上場株式(貸借対照表計上額108百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュフローを見積もることな
　どができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(5)投資有価証券　その他有価証券」には含
　めていません。

（注3） 関係会社株式(貸借対照表計上額27,962百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュフローを見積もるこ
　となどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、上表には含めていません。

(税効果会計に関する注記)
1. 繰延税金資産及び負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
関係会社株式 6,400 百万円
退職給付引当金 446 百万円
繰越欠損金 402 百万円
減損損失 242 百万円
投資有価証券 144 百万円
減価償却超過額 109 百万円
その他 170 百万円

繰延税金資産小計 7,914 百万円
評価性引当額 △6,771 百万円
繰延税金資産合計 1,143 百万円
繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 861 百万円
その他 16 百万円

繰延税金負債合計 877 百万円
繰延税金資産の純額 265 百万円

2. 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正
　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法等の一部を改正する等の法
律」（平成28年法律第13号）が2016年3月29日に国会で成立し、2016年4月1日以後に開始する事業年度か
ら法人税率等の引下げ等が行われることとなりました。
　これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は、従来の32.06％から、
2017年1月1日に開始する事業年度及び2018年1月1日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異等については30.69％に、
2019年1月1日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異等については30.46％になります。
　この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は7百万円減少
し、法人税等調整額が52百万円増加しています。

貸借対照表
計上額（＊1）

時価（＊1）

 (1) 現金及び預金 27,433  27,433  －
 (2) 売掛金 8,164  8,164  －
 (3) 短期貸付金 3,114  3,114  －
 (4) 預け金 1,112  1,112  －
 (5) 投資有価証券
　　　 その他有価証券 4,533  4,533  －
 (6) 買掛金 (2,895) (2,895) －
 (7) 未払金 (1,333) (1,333) －

差額
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(関連当事者との取引に関する注記)

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注1）グループ内で効率的な運用を行うため、グループ内資金融通を行っています。

取引金額には当事業年度中の平均残高を記載しています。
（注2）利息については、市場金利を勘案し、両社協議の上決定しています。

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注1）貸付金の返済期限については、同社の資金繰り及び事業計画の進捗を勘案して決定しています。

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注1)顧問契約の内容に基づき、両者協議の上決定しています。
（注2）取引金額には消費税等を含めていません。

(１株当たり情報に関する注記)
1. 一株当たり純資産額
2. 一株当たり当期純利益

914円70銭
13円24銭

１. 親会社及び法人主要株主等 （単位：百万円）

関連当事者
との関係

期末残高

利息の受取(注2) 0

取引の内容 科目

1,251

－－

取引金額

預け金 1,112資金の貸借(注1)

属性 会社の名称又は氏名
議決権の所有

（被所有）割合

親会社 大塚ホールディングス㈱
役員の兼任
資金の貸借

被所有
　直接100%

2. 子会社及び関連会社等 （単位：百万円）

－－

科目

900 3,100短期貸付金
子会社 大塚食品㈱

会社の名称又は氏名
議決権の所有

（被所有）割合

所有
　直接91.7%

取引金額

5

期末残高

利息の受取(注2)

貸付金の純減(注1)

関連当事者
との関係

資金の援助

取引の内容属性

3．役員及び主要株主等 （単位：百万円）

－ －

期末残高会社の名称又は氏名
議決権の所有

（被所有）割合
関連当事者
との関係

科目

親会社
の役員の
近親者

大塚　雄二郎 －

取引の内容
取引金額
（注2）

属性

当社特別相談役 顧問料の支払(注1) 14
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